
令和７年度

南風原町下水道事業会計補正予算

（ 第５号 ）

沖縄県島尻郡 南風原町



議 案 第 20 号

　次のとおり補正する。

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　　第１款　下水道事業収益 千円 千円 千円

　　　第２項　営業外収益 千円 千円 千円

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　　第１款　下水道事業費用 千円 千円 千円

　　　第１項　営業費用 千円 千円 千円

　　　第２項　営業外費用 千円 千円 千円

　を次のとおり補正する。

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　　第１款　資本的収入 千円 千円 千円

　　　第１項　企業債 千円 千円 千円

　　　第３項　他会計補助金 千円 千円 千円

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　　第１款　資本的支出 千円 千円 千円

　　　第１項　建設改良費 千円 千円 千円

千円

第５条　令和７年度南風原町下水道事業会計予算第８条に定めた議会の議決を経なければ流用する

　ことのできない経費を次のとおり補正する。

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

（１）職員給与費 千円 千円 千円

第６条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額を11,432千円減額

　し、228,623千円とする。

　　令和８年３月13日提出

南風原町長　　赤　嶺　　正　之

令和７年度南風原町下水道事業会計補正予算（第５号）

　（総　則）

第１条　令和７年度南風原町下水道事業会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和７年度南風原町下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を

収　入

683,360 △ 9,921 673,439

402,950 △ 9,921 393,029

支　出

585,336 △ 9,921 575,415

539,915 △ 5,921 533,994

　（資本的収入及び支出）

45,111 △ 4,000 41,111

第３条　令和７年度南風原町下水道事業会計予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額

収　入

620,255 △ 2,911 617,344

267,800 △ 1,400 266,400

46,632 △ 1,511 45,121

支　出

808,264 △ 2,911 805,353

641,615 △ 2,911 638,704

　（企業債）

第４条　起債の限度額を次のとおり補正する。

限度額 利率

補正前 補正額 計 補正前 補正後
起債の目的

起債の
方法

償還の方法

267,800 △ 1,400 266,400

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

73,747 △ 6,400 67,347

　（他会計からの補助金）

下水道整備事
業債

証書借入
又は

証券発行

補正前
に同じ

6.3% 以内（ただ
し、利率見直し
方式で借り入れ
る政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては当該
見直し後の利率)

償還期限、据置期間等
については、特別の融
資条件のあるものを除
き据置期間を含め４０
年以内、償還方法は元
金均等又は元利均等に
よる。ただし、町財政
その他の都合により償
還期限及び据置期間を
短縮し、若しくは繰上
償還又は低利に借換す
ることができる。
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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　収　　　入 （単位：千円）

1 下水道事業収益

2 営業外収益

2 他会計補助金
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　支　　　出 （単位：千円）

1 下水道事業費用

1 営業費用

3 普及促進費

4 総係費

5

2 営業外費用

1 支払利息

令和７年度南風原町下水道事業会計補正予算（第５号）実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

683,360 △ 9,921 673,439

402,950 △ 9,921 393,029

161,078 △ 9,921 151,157

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

585,336 △ 9,921 575,415

539,915 △ 5,921 533,994

56,739 △ 5,700 51,039

1,250 △ 950 300

流域下水道維持管理
負担金

45,066 △ 4,000 41,066

137,130 729 137,859

45,111 △ 4,000 41,111



　収　　　入 （単位：千円）

1 資本的収入

1 企業債

1

3 他会計補助金
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1 他会計補助金

　支　　　出 （単位：千円）

1 資本的支出

1 建設改良費

1 建設改良費

資本的収入及び支出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

620,255 △ 2,911 617,344

267,800 △ 1,400 266,400

建設改良等企業債 267,800 △ 1,400 266,400

46,632 △ 1,511 45,121

46,632 △ 1,511 45,121

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

808,264 △ 2,911 805,353

641,615 △ 2,911 638,704

641,615 △ 2,911 638,704



　令和７年度　補正予算キャッシュ･フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 60,222

減価償却費 313,263

資産減耗費等 0

貸倒引当金の増減額 2

賞与引当金の増減額 292

長期前受金戻入額 △ 223,280

受取利息 0

支払利息 41,066

固定資産売却益 0

固定資産売却損 0

未収金の減少額 10,587

未払金の増加額 24,674

小計 226,826

利息の受取額 0

利息の支払額 △ 41,066

業務活動によるキャッシュ・フロー 185,760

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 585,682

無形固定資産の取得による支出 △ 490

有形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 277,854

他会計からの繰入金による収入 41,215

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 267,103

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 266,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 164,142

貸付金の回収による収入 63

貸付けによる支出 △ 1,400

出資金による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 100,921

４　資金増加額 19,578

５　資金期首残高 10,515

６　資金期末残高 30,093
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(１)　総括

単位：千円

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(1) (1,461) (417) (1,878)
3 0 8,670 20,969

資本勘定支弁職員 5 0 17,173 16,236 33,409 6,518 39,927 2,628 37,299

(1) (1,461) (417) (1,878)
8 0 24,906 54,378

(1) (1,461) (417) (1,878)
3 0 12,270 26,269

資本勘定支弁職員 5 0 17,173 16,736 33,909 6,718 40,627 2,628 37,999

(1) (1,461) (417) (1,878)
8 0 29,006 60,178

(0) (0) (0) (0)
0 0 △ 3,600 △ 5,300

6

資本勘定支弁職員 0 0 0 △ 500 △ 500 △ 200 △ 700 0 △ 700

(0) (0) (0) (0)
0 0 △ 4,100 △ 5,800

単位：千円

時 間 外 特 殊 勤 務 管理職特別 退 職 手 当

休 日 勤 務 手 当 勤 務 手 当 負 担 金

補 正 後 1,258 1,584 5,310 0 120 0 0 6,414 5,062 4,178 980

補 正 前 1,758 1,584 6,010 0 120 0 0 7,514 6,362 4,178 1,480

比 較 △ 500 0 △ 700 0 0 0 0 △ 1,100 △ 1,300 0 △ 500

児 童 手 当

職員手当の 内 訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当

0

0

期 末 手 当 勤 勉 手 当

11,843 72,021 5,003

(　)内は会計年度任用職員

5,125 31,394 2,375

比
較

損益勘定支弁職員

合計

△ 1,700

△ 1,700

△ 400

△ 600

△ 5,700

△ 6,400

補
正
前

損益勘定支弁職員 13,999

合計 31,172

引 当 金
繰 入 額

合 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 12,299 4,725

合計 29,472 11,243 65,621 5,003

25,694 2,375 23,319

給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数
< 人 >

給 与 費
法 定

福 利 費
小 計 備　　考

△ 5,700

△ 6,400

60,618

67,018

29,019



(２)　給料及び職員手当の増減額の説明 単位：千円
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期末手当 670 時間外勤務手当 310

勤勉手当 613

退職手当負担金 242

扶養手当 △ 500 勤勉手当 △ 1,300

住居手当 0 退職手当負担金 0

通勤手当 0 児童手当 △ 500

管理職手当 0 特殊勤務手当 0

期末手当 △ 1,100 時間外勤務手当 △ 700
管理職特別勤務手当　0

そ の 他 の 増 減 分 0

職員手当 △ 4,100

給 与 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 料 △ 1,700

その他の増減分 △ 4,100

昇 給 に 伴 う 増 加 分

給 与 改 正 に 伴 う 増 減 分

区　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　明 備　　考



（３）給与及び職員手当の状況

ア　職員一人当たりの給与
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イ　初任給

高 校 卒 200,300円 198,200円 200,300円 　

大 学 卒 232,000円 232,000円 

区 分 一 般 行 政 職 （ 円 ） 現 業 職 （ 円 ）
国 の 制 度

行 政 職 （ 一 ） 行 政 職 （ 二 ）

補 正 前

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）
313,288円 

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）
347,288円 

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40歳7ヶ月

区 分 一般行政職 技能労務職 備　考

補 正 後

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）
313,288円 

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）
347,288円 

平 均 年 齢 （ 歳 ）
40歳10ヶ月



ウ　級別職員数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

１ 級 3 37.5 １ 級

２ 級 1 12.5 ２ 級

３ 級 1 12.5 ３ 級

４ 級 2 25.0 ４ 級

５ 級 1 12.5 ５ 級

６ 級 0 0.0 ６ 級

７ 級 0 0.0 ７ 級

計 8 100.0 計

9 １ 級 3 37.5 １ 級

２ 級 1 12.5 ２ 級

３ 級 1 12.5 ３ 級

４ 級 2 25.0 ４ 級

５ 級 1 12.5 ５ 級

６ 級 0 0.0 ６ 級

７ 級 0 0.0 ７ 級

計 8 100.0 計

（級別の標準的な職務内容）

行　　政　　職 主 事 ・ 技 師 主 事 ・ 技 師 主 査 等 主 査 等

５ 級 ６ 級 ７ 級

課 長
部 長

政策調整監
班 長

区　　　　　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

補 正 前

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

備　　　　　考

補 正 後



（単位 ： 千円）

１　固　定　資　産

　（1） 有　形　固　定　資　産

　　ア　 土　　 　　　　　　　　地 37,864

　　イ　 建　　 　　　　　　　　物 121,318

　　　　 減 価 償 却 累 計 額 △ 21,632 99,686

　　ウ　構　　　　 築 　　　　物　 10,359,857

　　　　 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,636,408 8,723,449

　　エ　機　械　及　び　装　置 63,723

　　　　 減 価 償 却 累 計 額 △ 36,535 27,188

　　オ   車　 両　 運　 搬　 具 0

　　　　 減 価 償 却 累 計 額 0 0

　　カ　工具、器具及び備品 1,524

　　　　 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,448 76

　　キ　 建　 設　 仮　 勘　 定 1,551,157

　　　　有形固定資産合計 10,439,420

　（2） 無　形　固　定　資　産

　  ア　施　設　利　用　権 498,083

　  イ　ソフトウェア 868

　　　　無形固定資産合計 498,951

　（３） 投 資 そ の 他 資 産
　  ア 一般貸付金 2,737

　　　　投資その他資産合計 2,737

　　　　固　定　資　産　合　計 10,941,107

２　流　動　資　産

　(1) 現　金　預　金 30,093

  (2) 未　収　金

　 ア  営 業 未 収 金 41,198

　 イ  営 業 外 未 収 金 2,556

  (3) 貸 倒 引 当 金 △ 2 43,752

　　　　流　動　資　産　合　計 73,845

　　　　資　産　合　計 11,014,952

　令和７年度　補正予算予定貸借対照表
令和8年3月31日

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

　(1) 企 業 債 3,135,954

　(2) リ ー ス 債 務 0

　(3)退職給付引当金 0

　　　　固定負債合計 3,135,954

４　流　動　負　債

  （1） 企 業 債 162,050

  （２） 未 払 金

　　ア　営 業 未 払 金 49,181

　　イ　営 業 外 未 払 金 479

　　ウ　その他未払金 0 49,660

  （３） 引 当 金

　　ア　賞 与 引 当 金 5,003

　（４） 預かり金 300

　　　　流　動　負　債　合　計 217,013

５　繰延収益

　(1) 長期前受金 7,805,548

　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,220,161

　　　　繰延収益合計 6,585,388

　　　負  債  合  計 9,938,355

６　資　本　金

　（１） 資　本　金

　　ア　固 有 資 本 金 781,386

　　イ　組 入 資 本 金 188,199

　　　　　　資 本 金 合 計 969,585

７　剰　余　金

　（１） 資　本　剰　余　金

　　ア　国 庫 補　助　金 1,029

　　イ　県　　補　　助　　金 28,220

　　ウ　一 般 会 計 繰 入 金 0

　　エ　受 贈 財 産 評 価 額 7,234

　　　　資本剰余金合計 36,483

　（２） 利　益　剰　余　金

　　ア　減　債　積　立　金 0

　　イ　当年度未処分利益剰余金 70,529

　　　　利 益 剰 余 金 合 計 70,529

　　　　剰　余　金　合　計 107,012

　　　　資　本　合　計 1,076,597

　　　　　負 債 ・ 資 本 合 計 11,014,952

負　債　の　部

資　本　の　部
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予 算 に 関 す る 参 考 資 料
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(単位 : 千円)

区　分 金　額

1 下水道事業収益 683,360 △ 9,921 673,439

　　　2 営業外収益 402,950 △ 9,921 393,029

　　　　2 他会計補助金 161,078 △ 9,921 151,157 他会計補助金 △ 9,921

1
3

(単位 : 千円)

区　分 金　額

1 下水道事業費用 585,336 △ 9,921 575,415

　　　1 営業費用 539,915 △ 5,921 533,994

3 普及促進費 1,250 △ 950 300 負担金 △ 950

　　　　 4 総係費 56,739 △ 5,700 51,039 給料 △ 1,700

　　　　 手当等 △ 3,600

法定福利費 △ 400

5
流域下水道維持管理
負担金

137,130 729 137,859 負担金 729

2 営業外費用 45,111 △ 4,000 41,111

1
支払利息及び企業債
取扱い諸費

45,066 △ 4,000 41,066 企業債利息 △ 3,000

借入金利息 △ 1,000

補正予算事項別明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

節

支　　　出

節

款　項　目 既決予定額 補正予定額 計 説　明

款　項　目 既決予定額 補正予定額 計 説　明



(単位 : 千円)

区　分 金　額

1 資本的収入 620,255 △ 2,911 617,344

1 企業債 267,800 △ 1,400 266,400

1 建設改良等企業債 267,800 △ 1,400 266,400 　建設改良等企業債 △ 1,400

　　　3 他会計補助金 46,632 △ 1,511 45,121

　　　　 1 他会計補助金 46,632 △ 1,511 45,121 他会計補助金 △ 1,511

1
4

(単位 : 千円)

区　分 金　額

1 資本的支出 808,264 △ 2,911 805,353

　　　1 建設改良費 641,615 △ 2,911 638,704

　　　　 1 建設改良費 641,615 △ 2,911 638,704 手当等 △ 500

報酬 △ 550

法定福利費 △ 200

手数料 △ 220

　　　　 負担金 △ 1,441 建設負担金 △ 1,441

資本的収入及び支出

収　　　入

節

説　明

支　　　出

節

款　項　目 既決予定額 補正予定額 計

款　項　目 既決予定額 補正予定額 計 説　明


